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研究成果の概要： 

アフリカでは冷戦終焉にともなう国際関係の変化による影響の度合いが大きく、中東での変

化はイスラム組織による対抗という要素を含みつつ展開している。しかしどこでも市民社会組

織の活発化とそれに対する国家権力の統制との相克が明らかであった。国民国家や人の移動を

めぐっては、冷戦終焉後の状況と地域に特有な歴史的・文化的な文脈とが交差し、両面からの

考察の必要性が実証された。 

交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００６年度 3,500,000 0 3,500,000 

２００７年度 4,200,000 1,260,000 5,460,000 

２００８年度 3,100,000 930,000 4,030,000 

年度    

  年度    

総 計 10,800,000 2,190,000 12,990,000 

 
 
研究分野：国際社会学 
科研費の分科・細目：社会科学 B・社会学 
キーワード：アフリカ・中東・国際移動・NGO・市民社会・多言語・国民国家 
 
１．研究開始当初の背景 

社会学においてはアフリカ・中東地域の研究

は後発的である。しかも国際的関係性を考慮

した国際社会学的な研究はきわめて不十分

であった。ところがそれぞれ異なる意味で、

アフリカと中東は世界的課題の解決にとっ

て重要な地域であり、社会とその変動の分析

が不可欠である。またグローバル化の社会的

影響について考察する場合、周辺化の恐れの

あるアフリカ、適応しつつ対抗しようとする

中東の研究は必要である。にもかかわらずグ

ローバル化の社会学的研究において、それら

の地域については調査研究が不十分であっ

た。 

 
２．研究の目的 

民主化と市場原理の徹底および地域統合
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の進展など、冷戦終焉後の国際社会の変容に

よる社会的影響を明らかにする。主に人の移

動、NGO、民族間関係に注目し、これらにつ

いて地域ごとに現地調査を行い、アフリカ・

中東地域における社会変動とグローバル化

の特徴をとらえる。具体的に取り上げる問題

と地域に即した研究目的は以下のとおりで

ある。 

１）急速に変わりゆく南部アフリカ社会にお

ける市民社会の動態、人の移動と民族間関係、

移民労働を行う送り出し社会と受け入れ社

会の変容を分析する 

２）西アフリカのソニンケ商人の中東地域へ

の移動について検討する。アフリカ大陸内さ

らにフランスへの移動に止まらず、アジアへ

の移動はグローバル化の現象といえるが、中

東への移動は信仰と商業に結びついて古く

から行われてきた。この移動の現状を捉え、

アフリカと中東とのつながりを明らかにす

る。 

３）ヨルダンとエジプトについては、グロー 

バル化がすすむなかで、NGO の活動にどのよ 

うな地域的共通性と独自性があるのかを明 

らかにし、NGO の変容について明らかにする。 

経済のグローバル化や 9.11後の「対テロ戦 

争」の動きは、アラブ諸国だけでなく、イス 

ラエル／パレスチナに対しても影響を及ぼ 

しており、増大する兵役拒否者の実態を調査 

し、シオニズムの変容と持続の様相を明らか 

にする。 

４）トルコ共和国の建国は、多民族国家であ

るオスマン帝国からトルコ人を中心とする

国民国家への変革をともなっていた。この過

程で、トルコ政府は様々な「トルコ化」政策

を断行したが、その最も大規模な政策のひと

つが「トルコ･ギリシア間住民交換」である。 

国際関係の中でトルコが経てきた社会的・文

化的・政治的変容が、「住民交換」をめぐる

言説にどのように影響したのか、そしてトル

コの EU 加盟交渉の最中、「住民交換」はど

のように語られているのかを調査し考察す

る。 

 
３．研究の方法 

課題に関する文献研究を行い、その上で各

自が長年にわたり培った対象地域との絆を

もとに、面接調査・資料収集をおこなった。

調査にはサンプリングが困難であるなど技

術的な問題や、対象地域の政治状況を考慮し

た慎重な対応が時に必要であったが、現地調

査は順調に行われた。 

アフリカ市民社会の活動については参与

型観察および都市と農村の市民社会組織の

訪問調査を行った。人の移動および民族間関

係については文献・史料調査および聞き取り

調査を行った。状況を顕著に反映していると

思われる移民労働経験者の個人史を手がか

りに、南部アフリカの社会変容について考察

するため、特定個人からの聞き取りを重視し

た。ソニンケ商人については歴史的な研究文

献調査と共に、商人からの聞き取りを行った。 

 イスラエルにおけるシオニズムとその変

容については、兵役拒否者に対する聞き取り

調査を行い、これを現在の「ポストシオニズ

ム」論のなかにいちづけ一般化を試みた。エ

ジプトとヨルダンの NGO の歴史および国家

との関係について文献調査の後、両国のイス

ラム NGO の活動に焦点を当て、聞き取りの

上、比較考察を行った。トルコの「住民交換」

については研究文献の収集、文書・新聞の調

査･収集、映画など関連映像資料の収集、関

係団体への聞き取りを行った。 

 
４．研究成果 
 

冷戦終焉後のグローバル化の影響は民主化

などの政治制度の変化のみならず、NGO 活

動の活発化による市民社会の展開、経済自由



 

 

化とアジア諸国の経済発展による国際援助

の加速化などをもたらしたが、政府と NGO、

宗教組織の役割、旧宗主国言語の地位などに

ついて興味深い地域の多様性が明らかとな

った。他方でいずれの問題も 1980 年代に新

たに生じたというより、長年に渡る歴史的過

程の現代的形態として把握されるべきであ

り、とおりわけ人の移動についてはそのこと

が顕著であった。 

１）冷戦終結、構造調整の影響により、多く

のアフリカ諸国が混乱と困難を余儀なくさ

れた 90 年代を経て、国連ミレニアムサミッ

トにおけるアフリカ重視の流れ、NEPAD の

設立、OAU の AU への変貌などに見られる

ように、2000 年以降アフリカ内外で変化が

訪れつつある。特に、アフリカ各国で市民社

会の組織化が進み、その役割が増しつつある。

この点について、①日本で開催された二つの

国際会議でのアフリカ市民社会の役割、②ア

フリカでもっとも早い段階で民主化プロセ

スが進んだとされるザンビアを事例とした

市民社会の実態調査を行った。①については、

アフリカ市民社会が政策提言において重要

な役割を果たすためには、「アフリカ」とし

ての多様性とまとまりが必要であること。国

際 NGO と現地 NGO の間の格差に鑑み、そ

れぞれの役割を考え直す必要があること。市

民社会代表がコミュニティの人々のそばで

活動し、説明責任を果たす必要があること、

が明らかになった。②については、調査の結

果、PRSP（貧困削減戦略ペーパー）のモニ

タリングプロセスに参加するために組織化

されたザンビア市民社会が、第二段階に入り、

貧困モニタリングを力をあわせておこなっ

ていること。しかし、ここのところ政府と市

民社会との関係が緊迫しており、市民社会の

ネットワークが活動停止処分になる例もあ

った。他方、都市にある NGO がどの程度、

農村・農民の問題に応えて活動しているのか

についても聞き取り調査を行った。この点に

ついては、政策提言の重要性が指摘される一

方、近年農民から熱い期待が高まっている有

機農業の指導については十分応えられてい

ないことが確認された。農村では、コミュニ

ティ組織（CBO)がどの程度コミュニティー

と一緒に活動し、自分たちの市民社会の一員

としての役割をどう意識しているのかにつ

いて調査をした。調査対象としたのは、同国

西 部 州 の Zambezi Valley Development 

Initiative (ザンベジ渓谷開発イニシアティ

ブ：ZVDI)であり、調査の結果、同団体は、

地元政府・王室・コミュニティの人々・国際

NGO との間をつなぎつつ、コミュニティの

課題を乗り越える手助けをしようとしてい

ることが明らかになった。 

２）南アフリカの鉱山における移民労働者に

関する文献調査では、移民の労務管理という

観点から、就労空間における余暇活動として

その「伝統芸能」の利用価値が認められ、対

象者もその文脈において重用されたことが

明らかとなった。しかし、モザンビークの独

立により、対象者が置かれた社会状況は、就

労地である南アフリカと郷里のモザンビー

クで決定的に変化した。モザンビークの史料

からは、社会主義を標榜する独立後のモザン

ビークでは国民統合を妨げる阻害要因とみ

なされていたことが伺える。また、聞き取り

調査では、対象者は長引く「内戦」に加え、

自らが置かれた立場によって移民労働者と

して南アフリカに留まることを選び、その帰

国は民主化後の 1995 年以降となった事実が

語られた。皮肉なことに、民主化後の今日、

観光産業の目玉となるモザンビークの「伝統

芸能」の一つは、アパルトヘイト時代の南ア

フリカで継承されていたものであることが

明らかになった。なお、独立後も政治的に対



 

 

立する南アフリカへの移民労働は継続され

たが、本研究調査を通じ、これに関する新た

な史料も入手することができた。 

３）ザンビアでは民族間に不信や好悪の感情

はあるが対立が暴力的なものに発展すると

いうことはなかった。但し、北東部の諸民族

と南西部の諸民族との間には明らかな溝と

いえるものが存在する。しかしそのことを重

大な分裂に至らせない努力が積み重ねられ、

その結果である政治的安定に対して人々が

誇りを持ち、国民意識の形成に貢献している

ことが東部州ペタウケと首都ルサカでの調

査により明らかとなった。また人々の言語に

ついての対応については、学歴・職業による

英語志向や英語の普及の見通しについてか

なり差があり、グローバル化の中の多言語国

家の複雑な状況がルサカでの調査により明

らかになった。 

４）ソニンケ商人のアジアへの移動が盛んに

なるのは 1980 年代以降であるが、その移動

が確立するまでには様々な経緯があった。中

東地域はそのための経由地の役割を果たし

ているが、そもそもアフリカのイスラム商人

は長年に渡り、メッカの巡礼をかねて商業活

動に従事してきた。各地の市場で商品を売買

することで旅費を捻出した。イスラーム文明

という世界の中で、移動が商業および宗教的

実践として繰り返されてきたことが明らか

となった。 

５）エジプト、ヨルダンの両国では 1950 年

から 60年代半ばにかけて、NGOに対して国

家による厳しい統制が始まり、1980 年代後

半から 90 年代にかけては啓蒙団体や人権団

体、国際 NGO などといった新しいタイプの

NGO が登場しているという共通点が認めら

れた。またそれぞれの国では独自の NGO の

形態、エジプトでは CDA、ヨルダンでは王

族主導型 NGO や家族協会の存在も確認でき

た。両国のイスラムNGOの活動からは、2001

年の 9・11 以後、とくに国家による統制が厳

しくなり、いわゆる「政治的」活動を行わな

いよう NGO 自らが注意深く警戒しつつ活動

を行っていることが明らかとなった。 

６）ストリート・チルドレンに対する関心が

高まっているが、そのほとんどは貧困と移動、

家族関係の切断という国内要因に注目して

いる。しかし外部からの介入により大規模化

し長期化するエスニック衝突や内戦、あるい

はグローバル化に伴う国際観光の展開など、

国際要因に配慮した研究が必要である。その

ために国際要因と国内要因を組み込んだ分

析枠組みを作成する必要がある。そのために

エジプトとトルコのストリート・チルドレン

に関する、最近の研究方法や知見を整理し、

世界諸地域におけるストリート・チルドレン

の実態を比較しつつ、中東地域の二カ国のス

トリート・チルドレンの特徴を明らかにした。 

７）兵役拒否は伝統的シオニズムに対抗する

運動であり、シオニズムの変容を象徴してい

る。民族的アイデンティティを領土化した国

家が揺らぎつつ、なおユダヤ人国家であり続

けようとする状況を分析した。なお兵役拒否

者は様々な不利益を被るが、必ずしも社会的

逸脱者として受け止められてはいない。これ

にはイスラエル社会の多様化という背景が

あることが判明した。 

８）「トルコ･ギリシア間住民交換」は人権的

観点から極めて問題の多い政策であった。に

もかかわらず移住者たちの困窮がトルコ･ギ

リシア両政府によって看過・隠蔽されてきた。

したがってトルコ国民国家の建国やトル

コ・ナショナリズムのあり方を問い直しうる

問題であることが判明した。各種市民団体の

活動や映画の公開など、広く市民に向かって

「住民交換」の問題を知らしめる動きもトル

コにおいては見られる。こうした動きは、ト



 

 

ルコ国内でトルコ･ナショナリズムを相対化

しようとする知識人を中心とした活動の一

部をなすものだが、トルコの EU加盟交渉に

おいて論争となっているトルコ･ギリシア間

の確執に一石を投じる動きとして注目され

る。 

 以上から冷戦終焉にともなう国際関係の

変化が及ぼす影響は様々であることがうか

がえる。アフリカでは変化による影響の度合

いが大きく、対応をしなければグローバル化

から排除されかねない。中東では対応はイス

ラム組織による対抗という要素を含みつつ

展開している。アフリカでは NGO が市民社

会形成の推進力として躍進しており、民主化

に貢献をしているが、イスラム社会では

NGO への政府の警戒心が強く時に厳しい状

況におかれてはいるが、政府が果たしえない

機能を代替するなど影響を強めている。この

ように状況は多様であるにもかかわらず、い

ずこでも市民社会組織の活動の活発化とそ

れに対する国家権力の統制との相克が明ら

かであった。21 世紀に入りアフリカと中国・

インドなどアフリカ諸国との関係が緊密に

なり、アジアへの出稼ぎなどアフリカ社会は

従来に増して多様な影響を被るようになっ

た。人の移動と伝統文化や信仰との注目すべ

き関連が明らかとなった。イスラエルではシ

オニズムの変容、トルコではナショナリズム

の相対化、ザンビアでは英語志向の進展など、

その具体的様相は多様であるが、国民国家の

変容が浮き彫りになった。 
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